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ティー‧ロウ‧プライス新興国ディスカバリー株式ファンド
Ａコース（⽶ドル売り円買い）∕Ｂコース（為替ヘッジなし） 追加型投信∕海外∕株式

世界を動かす「シン‧新興国＊」と題した当シリーズでは、ティー‧ロウ‧プライス 新興国ディスカバリー株式
ファンド（以下、当ファンド）の投資対象である新興国について掘り下げます。
第1弾では、世界のAI産業を⽀える2つのテクノロジー拠点である台湾と韓国を取り上げ、経済、成⻑ドライバー、
株式市場の3つの視点から、それぞれの特徴をご紹介します。
＊「シン‧新興国」とは、新興国に分類される国や地域を新たに特定するものではなく、新たな成⻑ステージへ移⾏しつつある現在の新興国観を概念
的に表現したものです。

成⻑を続ける台湾‧韓国では、半導体関連製品の輸出が拡⼤

世界を動かす「シン‧新興国」
第1弾 世界のAI産業を⽀える台湾‧韓国

お客様向け資料
2026年8⽉

経済

【当資料でお伝えしたい主なポイント】
1. 経済 ：成⻑を続ける台湾‧韓国では、半導体関連製品の輸出が拡⼤
2. 成⻑ドライバ ー：AI産業の成⻑を取り込む台湾の「先端半導体の受託製造」と韓国の「⾼性能メモリ」
3. 株式市場 ：半導体関連企業が⼤きな存在感を⽰す台湾‧韓国の株式市場
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出所：IMF World Economic Outlook（2026年4⽉）のデータをもとにティー‧ロウ‧プライスが作成、2030年は予想値。期間：2010年〜2030年
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約2.7倍に増加

• 台湾の名⽬GDP（⽶ドルベース）は、2010年から2030年にかけて約3倍に増加する⾒通しです。半導体
関連製品の輸出額は2010年から2024年までに約3.3倍となり、商品輸出総額の約3分の1を占める主要品
⽬となっています。

台湾の半導体関連製品の輸出額

出所：UN Comtradeのデータをもとにティー‧ロウ‧プライスが作成。
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• 韓国の名⽬GDP（⽶ドルベース）は、2010年以降、増加基調で推移しています。半導体関連製品の輸
出額は、2010年から2025年までに約3.8倍となり、韓国の輸出を⽀える主要品⽬として存在感を⾼め
ています。

韓国の半導体関連製品の輸出額

出所：IMF World Economic Outlook（2026年4⽉）のデータをもとにティー‧ロウ‧プライスが作成、2030年は予想値。期間：2010年〜2030年
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約1.9倍に増加 【2010年】 【2025年】

1,428
億⽶ドル

商品輸出総額に占める半導体関連製品の⽐率
8.1% 20.1%

約3.8倍に増加

出所：UN Comtradeのデータをもとにティー‧ロウ‧プライスが作成。
‧輸出額における半導体関連製品のデータは、電⼦機器の情報処理や記憶を担う電⼦集積回路（半導体チップ等）を指します。‧上記は過去の実績‧状況または作成時点での⾒通し‧分析であり、将来の運⽤成果等を⽰唆‧保証するものではありません。
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出所：Statista、TrendForceのデータをもとにティー‧ロウ‧プライスが作成。

成⻑ドライバー AI産業の成⻑を取り込む台湾の「先端半導体の受託製造」と韓国の「⾼性能メモリ」
AIの性能向上に⽋かせない2つの主要な半導体
• AIの⾼度な計算やデータ処理に⽋かせない半導体には、主に計算や情報処理を担う「ロジック半導体」と、⼤量の

データを記憶し、計算に必要なデータを⾼速で供給する「メモリ半導体」があります。
• ロジック半導体では、⽶国企業が設計、台湾企業が受託製造で中⼼的な役割を担う⼀⽅、メモリ半導体では韓国企

業が⾼い競争⼒を有しています。こうした国‧地域ごとの強みが組み合わさることで、AIの性能向上やデータセン
ターの⾼度化を⽀えています。

ロジック半導体
AIの頭脳として、計算や情報処理を担う半導体

メモリ半導体

AIのデータ処理に必要な半導体（GPU、CPU等）を設計

⼤量のデータを記憶し、計算に必要なデータを⾼速で供給する半導体

ファウンドリ
（受託製造に特化）ファブレス（設計に特化）

⽶国
半導体設計に

強み
台湾

受託製造
に強み

ファブレス企業などが設計した先端半導体を製造
【主な企業】
‧エヌビディア
‧AMD等

‧台湾セミコンダクター等

韓国
⾼性能メモリに強み

IDM（設計から製造を⼀貫して⾏う企業）
DRAM（汎⽤メモリ） HBM（⾼帯域幅メモリ） NAND型フラッシュメモリ

‧サムスン電⼦、SKハイニックス等【主な企業】
市場の拡⼤を⽀える台湾‧韓国企業
• ファウンドリ市場全体の売上⾼が拡⼤する中、2026年1-3⽉期には、台湾セミコンダクターの世界シェアは約75％

へ上昇しました。DRAM市場の売上⾼も増加しており、サムスン電⼦とSKハイニックスは合計約7割の世界シェア
（2025年10-12⽉期時点）を維持しています。

• 台湾はファウンドリ、韓国はメモリ分野においてそれぞれ世界的に⾼いシェアを占めています。
世界の主要なDRAMメーカーの売上⾼世界の主要なファウンドリ企業の売上⾼

データを⼀時的に記憶するメモリ ⼤量のデータを⾼速で処理するためのDRAM
電源を切ってもデータを保持できる保存⽤メモリ
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【主な企業】

‧上記は説明のために銘柄の⼀例をご紹介するものです。したがって、個別銘柄‧企業の推奨を⽬的とするものではなく、当社ファンドにおいて上記銘柄の組み⼊れまたは売却を⽰唆‧保証するものではありません。‧上記は過去の実績‧状況または作成時点での⾒通し‧分析であり、将来の運⽤成果等を⽰唆‧保証するものではありません。

出所：Statista、 DRAMeXchange、IHS、TrendFocus、TrendForceのデータをもとにティー‧ロウ‧プライスが作成。
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株式市場 半導体関連企業が⼤きな存在感を⽰す台湾‧韓国の株式市場
情報技術セクターと上位銘柄への集中度が⾼い市場構造
• 台湾、韓国の株式市場は、情報技術セクターの⽐率が⾼く、主要な半導体関連企業が指数上位を占めています。

また、上位5銘柄で指数全体の約7〜8割を占めるなど、上位銘柄への集中度が⾼いことも特徴です。

堅調なパフォーマンスを実現してきた台湾株式と韓国株式
• 台湾株式と韓国株式は、過去5年、10年、20年の期間において、年率で新興国株式を上回るパフォーマンスを実現し

てきました。特に近年は、半導体関連企業を中⼼とする情報技術セクターが両株式の上昇をけん引しています。

2026年6⽉末時点。出所：ファクトセットのデータをもとにティー‧ロウ‧プライスが作成。 ‧台湾株式はMSCI台湾指数（⽶ドルベース）、韓国株式はMSCI韓国指数（⽶ドルベース）を使⽤しています。‧表⽰桁未満の数値は、四捨五⼊しており、合計が100％にならない場合があります。‧セクターは世界産業分類基準（GICS）を使⽤しています。GICSは年次更新され、報告は適宜更新内容を反映します。GICSの情報は後記の「世界産業分類基準（GICS）について」をご確認ください。‧上記は説明のために銘柄の⼀例をご紹介するものです。したがって、個別銘柄‧企業の推奨を⽬的とするものではなく、当社ファンドにおいて上記銘柄の組み⼊れまたは売却を⽰唆‧保証するものではありません。同⼀企業の発⾏する種類の異なる株式がある場合は合算しています。‧上記は過去の実績‧状況または作成時点での⾒通し‧分析であり、将来の運⽤成果等を⽰唆‧保証するものではありません。

台湾株式のセクター構成⽐と上位銘柄

構成⽐セクター銘柄名
55.2%情報技術台湾セミコンダクター1
5.7%情報技術メディアテック2
3.5%情報技術デルタ‧エレクトロニクス3
2.8%情報技術鴻海精密⼯業4
2.1%情報技術ASEテクノロジー‧ホールディング5

【上位5銘柄】

上位5銘柄の合計構成⽐：約69%

情報技術
74.2%

資本財‧
サービス

11.9%

⾦融
5.3%

その他
8.6%

韓国株式のセクター構成⽐と上位銘柄

構成⽐セクター銘柄名
38.1%情報技術サムスン電⼦1
32.2%情報技術SKハイニックス2
3.5%資本財‧サービスSKスクエア3
2.7%情報技術サムスン電機4
1.5%⼀般消費財‧サービス現代⾃動⾞5

上位5銘柄の合計構成⽐：約78%

台湾株式と韓国株式の推移（⽶ドルベース）

出所：ファクトセットのデータをもとにティー‧ロウ‧プライスが作成。期間：2006年6⽉末〜2026年6⽉末。‧台湾株式はMSCI台湾指数、韓国株式はMSCI韓国指数、新興国株式はMSCIエマージング‧マーケット‧インデックスを使⽤しています。各指数はトータルリターン、⽶ドルベースを⽤いています。‧上記は過去の実績‧状況であり、将来の運⽤成果等を⽰唆‧保証するものではありません。

2006年6⽉末を100として指数化
新興国株式韓国株式台湾株式

7.7%20.7%25.0%過去5年
10.5%18.7%24.8%過去10年
7.1%10.8%14.7%過去20年

期間別騰落率（年率、2026年6⽉末時点）

（年/⽉）

【上位5銘柄】
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投資信託および当資料に関する留意事項について
 当資料は、ティー‧ロウ‧プライス‧ジャパン株式会社が作成したお客様向け資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。
 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性あるいは完全性について保証するものではありません。
 当資料における⾒解等は資料作成時点のものであり、将来事前の通知なしに変更されることがあります。これらの⾒解はティー‧ロウ‧プライス‧アソシエイツ‧インク及びその関係会社の⾒解とは異なる場合があります。また、当資料で⽰したデータ等は、情報提供を⽬的として掲載したものであり、将来の運⽤成果を⽰唆‧保証するものではありません。
 投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、お客様の資産が当初の投資元本を割り込み損失が⽣じることがあります。
 ご購⼊の際は投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、必ずお受け取りのうえ、内容をよく読み、ご⾃⾝でご判断ください。
 投資信託は、預⾦や保険契約ではありません。また、預⾦保険機構や保険契約者保護機構の保護の対象にはなりません。購⼊⾦額については、元本および利回りの保証はありません。銀⾏等の登録⾦融機関でご購⼊いただく投資信託は、投資者保護基⾦の⽀払対象ではありません。
 ファンドのお取引に関しては、⾦融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング‧オフ）の適⽤はありません。
 著作権はティー‧ロウ‧プライスに帰属します。「T. ROWE PRICE」、「INVEST WITH CONFIDENCE」、⼤⾓⽺（ビッグホーン‧シープ）のデザイン等（troweprice.com/ip参照）は、ティー‧ロウ‧プライス‧グループ‧インクの商標です。その他全ての商標は、それぞれの所有者の所有財産です。ティー‧ロウ‧プライスと商標所有者との承認、出資、提携を⽰唆するものではありません。
 当資料はティー‧ロウ‧プライス‧ジャパン株式会社の書⾯による同意のない限り他に転載することはできません。

 出所 MSCI。MSCIおよびその関連会社、並びに第三者の情報源および提供者（まとめて「MSCI」）は、本稿に記載されるMSCIのデータに関して、明⽰的または暗黙的に関わらず、いかなる保証や表明は⾏わず、⼀切の責任を負いません。MSCIのデータは、その他の指数や証券、⾦融商品の基準としての更なる再配布や使⽤が禁⽌されています。本資料は、MSCIによって承認、審査、発⾏されたものではありません。過去のMSCIのデータおよび分析は、将来のパフォーマンスの分析、⾒通しまたは予測を⽰唆または保証するものではありません。いずれのMSCIのデータも、投資判断のための投資アドバイスや推奨を⽬的とするものではなく、投資アドバイスや推奨として依拠してはなりません。
 ⾦融データと分析の提供はファクトセット。Copyright 2026 FactSet. すべての権利はファクトセットに帰属します。
 表⽰桁未満の数値がある場合、原則として四捨五⼊しています。

当資料で使⽤している指数‧データについて

 分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり投資信託の純資産から⽀払われますので、分配⾦が⽀払われると、その⾦額相当分、基準価額は下がります。
 分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて⽀払われる場合があります。その場合、当期決算⽇の基準価額は前期決算⽇と⽐べて下落することになります。また、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を⽰すものではありません。
 投資者のファンドの購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全部が、実質的には元本の⼀部払戻しに相当する場合があります。ファンド購⼊後の運⽤状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった場合も同様です。

収益分配⾦に関する留意点

世界産業分類基準（「GICS」）は、モルガン‧スタンレー‧キャピタル‧インターナショナル（「MSCI」）およびマグロウヒル‧カンパニーズ傘下のスタンダード＆プアーズ（「S&P」）が開発した独占的財産およびサービスマークであり、ティー‧ロウ‧プライスにライセンス供与されています。MSCI、S&PまたはGICSの作成、編集もしくはGICS分類に関与する第三者はいずれも、当該基準や分類（またはその利⽤から得られた結果）について明⽰的にも暗⽰的にもいかなる保証や表明もしません。また、すべての関係当事者は、当該基準や分類のいずれについても、その独創性、正確性、網羅性、商品性または特定の⽬的適合性について、いかなる保証からも明⽰的に免責されます。前述の内容を制限することなく、MSCI、S&P、その関連会社またはGICSの作成、編集もしくはGICS分類に関与する第三者はいずれの場合も、直接的、間接的、特別、懲罰的、結果的またはその他のいかなる損害（逸失利益を含む）について、その発⽣可能性が通知されていたとしても、いかなる責任も負いません。

世界産業分類基準（GICS）について
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⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第2336号

加⼊協会：⽇本証券業協会∕⼀般社団法⼈資産運⽤業協会∕
⼀般社団法⼈⾦融先物取引業協会∕
⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会∕
⼀般社団法⼈⽇本STO協会




